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健全化判断比率審査意見書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された、

平成３０年度実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びに

その算定の基礎となる書類について審査した結果、その意見を別紙のとおり提出します。 
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平成30年度 健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の対象 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

  令和元年8月7日から同年8月20日まで 

 

３ 審査の方法 

  審査にあたっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が適正に作成されているかを審査するとともに、関係者から説明を聴取するなどの方法により実施し

た。 

 

４ 審査の結果 

  審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律及び関係法令に基づき、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

記 

(単位：％)

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

1 実質赤字比率 －　 13.04 20.00

2 連結実質赤字比率 －　 18.04 30.00

3 実質公債費比率 7.7  25.0  35.0  

4 将来負担比率 －　 350.0  －　

項　　　目
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健全化判断比率の状況 

 審査の結果、地方財政健全化法の算定方法に基づく健全化判断比率の状況は次表のとおりである。 

１ 実質赤字比率 

地方財政健全化法の算定方法 

 実質赤字比率 = 
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
  

 

・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字額 

・標準財政規模：決算統計における｢標準財政規模」＋ ｢臨時財政対策債発行可能額」 

（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

1,290,575 1,386,624 △96,049 △6.9

(1)収   入 24,629,117 27,182,324 △2,553,207 △9.4

(2)支   出 23,148,056 25,581,184 △2,433,128 △9.5

(3)翌年度に繰り越すべき財源 190,486 214,516 △24,030 △11.2

△436,748 △599,327 162,579 △27.1

△142,274 △142,545 271 △0.2

 ①収　　入 0 0 0 - 

 ②支　　出 142,274 142,545 △271 △0.2

 ③翌年度に繰り越すべき財源 0 0 0 - 

△157,014 △373,324 216,310 △57.9

 ①収　　入 26,195 133,864 △107,669 △80.4

 ②支　　出 132,262 481,377 △349,115 △72.5

 ③翌年度に繰り越すべき財源 50,947 25,811 25,136 97.4

△137,460 △83,458 △54,002 64.7

 ①収　　入 8,023 81,048 △73,025 △90.1

 ②支　　出 131,143 159,347 △28,204 △17.7

 ③翌年度に繰り越すべき財源 14,340 5,159 9,181 178.0

853,827 787,297 66,530 8.5

△853,827 △787,297 △66,530 8.5

12,147,520 12,130,292 17,228 0.1

うち臨時財政対策債発行可能額 710,123 681,688 28,435 4.2

△7.02 △6.49 △0.53 - 

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額   Ａ

実質赤字比率(%)　 A/B×100

標 　準　 財　 政　 規　 模　　 　 Ｂ

算 定 基 礎 項 目

 ２　特別会計のうち普通会計に相当する会
     計の実質収支額　　(1)+(2)+(3)

 １　一般会計のうち普通会計に相当する
　　 実質収支額   (1)-(2)-(3)

実  質  収  支  額  １＋２

(1)公共用地先行取得事業実質収支額
　　　　　　　　　　　　　　　  ①-②-③

(2)北浜地区復興土地区画整理事業実質収支額
　　　　　　　　　　　　　 　　 ①-②-③

(3)藤倉地区復興土地区画整理事業実質収支額
　　　　　　　　　　　　　　　  ①-②-③

 

※ 収入及び支出額は、一般会計等の相互間の重複額を控除した純計によるものである。  

※ 実質赤字比率はマイナスのため赤字は生じていない。
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２ 連結実質赤字比率 

地方財政健全化法の算定方法 

 連結実質赤字比率 = 
連結実質赤字額

標準財政規模
  

 

・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた

会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

                                                       

（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

 １ 一般会計及び公営企業以外の特別会計

イ　実質赤字を生じた事業会計　　なし 0 0 0 - 

ハ　実質黒字額を生じた事業会計 896,342 984,966 △88,624 △9.0

(1)一般会計 853,827 784,049 69,778 8.9

(2)国民健康保険事業特別会計 36,239 191,405 △155,166 △81.1

(3)介護保険事業(保険事業勘定)特別会計 1,172 712 460 64.6

(4)後期高齢者医療事業特別会計 5,104 5,552 △448 △8.1

 実質収支額が０円の事業会計 0 0 0 - 

(1)公共用地先行取得事業特別会計 0 0 0 - 

(2)介護保険事業(ｻｰﾋﾞｽ事業勘定)特別会計 0 0 0 - 

(3)北浜地区復興土地区画整理事業特別会計 0 384 △384 皆減 

(4)藤倉地区復興土地区画整理事業特別会計 0 2,864 △2,864 皆減 

 ２　地方公営企業の特別会計

ロ　資金不足を生じた会計　　なし 0 0 0 - 

ニ　資金剰余金を生じた会計 1,484,797 1,417,871 66,926 4.7

(1)市立病院事業会計 20,823 513 20,310 3,959.1

(2)水道事業会計 1,443,013 1,370,978 72,035 5.3

(3)下水道事業特別会計 20,961 31,902 △10,941 △34.3

 資金の過不足が生じなかった事業会計 0 0 0 - 

(1)交通事業特別会計 0 0 0 - 

(2)魚市場事業特別会計 0 0 0 - 

(3)漁業集落排水事業特別会計(注1) 0 14,478 △14,478 皆減 

△2,381,139 △2,402,837 21,698 △0.9

12,147,520 12,130,292 17,228 0.1

 うち臨時財政対策債発行可能額 710,123 681,688 28,435 4.2

△19.60 △19.80 0.20 - 

算 定 基 礎 項 目

連　結　実　質　赤　字　額  　　 Ａ
（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）

標  準  財  政  規  模　     　  Ｂ

連結実質赤字比率(%)　A/B×100
  

(注1) 29年度漁業集落排水事業特別会計で14,478千円の資金剰余金を生じている。 

※ 実質赤字比率はマイナスのため赤字は生じていない。 

 



 － 4 － 

３ 実質公債費比率 

 

地方財政健全化法の算定方法 

 

実質公債費比率 = 
 標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

  

 

・準元利償還金：イからホまでの合計額 

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における１年

当たりの元金償還金相当額 

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てた

と認められるもの 

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財

源に充てたと認められるもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

 

（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 平成28年度

１ 地方債の元利償還金 2,033,333 2,219,034 2,250,247

２ 1,256,545 1,109,921 1,399,678

イ 0 0 0

ロ 1,231,174 1,088,967 1,375,516

ハ 18,582 14,101 17,244

ニ 6,789 6,853 6,918

ホ 0 0 0

３ 506,454 453,550 372,266

４
2,214,824 2,206,732 2,207,694

５ 12,147,520 12,130,292 12,084,345

710,123 681,688 637,315

 (1)  (2)  (3)

5.725 6.738 10.833

3

一時借入金利子

公営企業債の償還の財源

×100

債務負担行為で公債費に準ずるもの

7.76

（1＋2）－（3＋4）

5－4

実質公債費比率(%) (1)＋(2)＋(3)

（３ヵ年平均）

一部組合等の地方債の償還財源

 公債費比率

算定基礎項目

準元利償還金

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

標準財政規模

 単年度実質

元金償還金相当

 うち臨時財政対策債発行可能額

 

※ 前年度比率（平成27～29年度）9.61％ 

 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋ 
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

(3 ヵ年平均) (3 ヵ年平均) 
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将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額) 

４  将来負担比率  

地方財政健全化法の算定方法 

 

将来負担比率 = 
標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

  

 

・将来負担額：イからチまでの合計額 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該

債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

・充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金 

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

38,366,155 40,518,272 △2,152,117 △5.3

イ 地方債の現在高 18,809,047 19,534,217 △725,170 △3.7

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額 8,125 14,928 △6,803 △45.6

ハ 公営企業債等繰入見込額 15,575,154 16,645,503 △1,070,349 △6.4

ニ 組合等負担等見込額 142,197 125,795 16,402 13.0

ホ 退職手当負担見込額 3,800,372 4,106,224 △305,852 △7.4

ヘ 設立法人への負担見込額 31,260 91,605 △60,345 △65.9

ト 連結実質赤字額 0 0 0 - 

チ 組合等連結実質赤字額見込額 0 0 0 - 

7,414,864 7,650,016 △235,152 △3.1

(1)財政調整基金 1,825,534 1,804,573 20,961 1.2

(2)市債管理基金 276,313 481,934 △205,621 △42.7

(3)国民健康保険事業財政調整基金 1,468,493 1,441,606 26,887 1.9

(4)介護保険事業財政調整基金 345,370 309,568 35,802 11.6

(5)ふるさとしおがま復興基金 2,215,456 2,381,371 △165,915 △7.0

(6)災害救助支援基金 81,231 81,392 △161 △0.2

(7)庁舎建設基金 509,230 464,748 44,482 9.6

(8)カメイこどもの夢づくり基金 58,609 58,562 47 0.1

(9)ミナト塩竈まちづくり基金 599,074 590,741 8,333 1.4

(10)海難交通遺児教育手当基金 35,554 35,521 33 0.1

6,563,982 6,094,635 469,347 7.7

3,720,416 3,252,895 467,521 14.4

2,843,566 2,841,740 1,826 0.1

25,319,518 25,881,532 △562,014 △2.2

12,147,520 12,130,292 17,228 0.1

2,214,824 2,206,732 8,092 0.4

△9.38 8.98 △18.36 - 

その他

将来負担比率(%) (1-(2+3+4))/(5-6)×100

算定基礎項目

 ４　基準財政需要額算入見込額

 ５　標準財政規模

 ６　基準財政需要額算入額

（単位：千円、％）

 １　将来負担額

 ２　充当可能基金額

 ３　特定財源見込額

都市計画税

 



　　　1 実質赤字比率    2 連結実質赤字比率

     (注)健全化判断比率は、赤字でないためマイナスで表示している。    (注)健全化判断比率は、赤字でないためマイナスで表示している。

　　　3 実質公債費比率    4 将来負担比率

   (注)健全化判断比率は、負担が生じない年度マイナスで表示している。

6

健 全 化 判 断 比 率 の 推 移
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